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1.持続可能性への着目

財政規模の縮小を伴う人|ｌ減少時代における生涯学習の推進にあたって
は，少ないf算と人員で持続可能でかつ質のi内iい事業を展開していく必要が
ある，近江八幡市でも生涯学習に関する予算・人員は削減傾向だが，学校支
援地域本部事業だけは拡充されている。近江八幡市の学校支援地域本部事業
は平成21年度(|日安土町は平成20年度に全町ｌ本部体制で実施)に３小学校｡ｌ
中学校で始まったが，平成25年度には全市立l2小学校と全市立４中学校のう
ち３中学校，全市立ll幼稚園（うち子ども園l)のうち６幼稚園に拡充して
いるc各校園にはコーディネーターが１名ずつ配属され,それを統括するコー
ディネーターが市教育委員会生涯学習課にｌ妬|妃属されている。｜司事業は各
校園が自発的に受託しており，市教育委員会が各校園に受託を依頼したもの
ではない。筆者の学校支援地域本部事業担当者としての経験や文部科学省の
調査によれば，同事業に対する学校・関係者の評価は高い(')。簡単に同事業
の縮小や廃止はできないところまで評価が定着している(2)。｜司事業を統括す
る担当者が各関係者の声を把握・調整すれば，同事業はさらに普及・定着す
るだけでなく，他の生涯学習雫業と絡めて展開することで，生涯学習事業全
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体の推進にもつながることが期待される。このような期待に基づき，筆者は
平成20年度から平成23年度まで近江八幡市教育委員会生涯学習課に配属され
た中で，学校支援地域本部事業の担当者として同事業の拡充に取り組み，ほ
ぼ全市立小中学校が|司事業を各学校の自発的意志により受託するに至った‘、
近江八幡市で他の生涯学習事業が縮小する中で，なぜ学校支援地域本部事業
だけが継続・拡充できているのか。本稿は，近江八幡市の学校支援地域本部
事業の継続・拡充状況を考察した上で，他の生涯学習事業にも展開していく
ための持続可能な生涯学習推進のための視点について考察する。

2．近江八幡市学校支援地域本部事業の継続・拡充の経緯

(1)学校支援地域本部事業の課題
学校支援地域本部事業の課題は，わが国の生涯学習研究者等により研究が

積み重ねられている(3)。高橋は，課題として，①学習支援活動の充実，②読
み聞かせ等の充実,③教職員の理解促進を含む学校側の体制整備,④コーディ
ネーターの資質向上，⑤多彩なボランティアの発掘・確保，⑥予算の柔軟な
執行，⑦持続的な取組への体制整備をあげている(‘I)。御厨は，学校支援地域
本部事業の定着・普及の方策として，①校長・教職員の理解の促進，②ボラ
ンティア及びコーディネーターの人材確保,③活動経費の確保,④学校教育・
社会教育部局間の連携をあげている(5)。③の地域本部を税制上の優遇措置の
適用対象となる法人，ふるさと納税の対象にしてはどうかという提言は持続
可能性につながる。小山は，学校支援地域本部事業不振の原因として，①学
校の一般教員は，自分たちの多忙な業務緩和のために地域から同情的な支援
を受けること，管理職は自身の経営管理能力の弱さを地域に補ってもらうこ
とに不甲斐なさを感じる意識②ボランティアは学校から依頼があった時の
み協力するという主体性がないことに対する不11Mi足，従来の地域と学校の一
体化事業に学校支援地域本部事業の枠がかかり崩壊することに対する危倶
③PTAの存続への影響,④市町村独自の予算措置による事業継続の困難性，
⑤事業受託による事務の繁忙化，⑥学社融合理念や現場での蓄積が崩れ，地
域が学校の補完的機能しか果たせなくなることへの危'倶,を指摘している(6)。
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熊谷，志々田，佐々木は，①コーディネーターが事業の成果を左右する重要
な存在であるのに，実態は学校や地域のニーズ調査や連絡調整に終始してい
る，②学校関係者と地域住民が自分の学校に必要な学校支援を協議して作り
上げる地域教育協議会のような学校と地域をむすぶ組織的な取り組みが機能
していない，というコーディネーターと運営組織の面から課題をとらえ，「学
習する組織」という概念を提起している(7)'・
上述の学校支援地域本部事業の課題のうち，近江八幡市の学校支援地域本

部事業開始当初，喫緊の課題として顕在化していたことは，高橋の⑥，小山
の⑤である．学校と教育委員会の事務・会計の負担が過重で，事業の「現在
の継続」に関する故人の課題となっていた。次に事業「向上」のための課題
となっていたことが，高橋の③，御厨の①④である。事業の「今後の継続」
の課題が高橋の⑦，御厨の③であり，事業関係者の「今後も補助金はあるの
か」という危》倶の声が象徴しているⅣ
高橋の①，熊谷，志々田，佐々木の②は，近江八幡市では学校や関係者か
らニーズや不満の声としては上がっておらず，課題というよりは事業本来の
目的達成や事業の充実向上のための中長期の目標に近い。高橋のその他の課
題については近江八'll茜市では②は充実しており，④は経験と情報交換の蓄積
により資質向上が認められる”⑤は御厨の②と重なるが，近江八幡市に地域
のつながりが残っていることも要因と考えるが，一部の大規模校を除き確保
できている。
小山については，①は筆者の教職員へのヒアリングによれば感じられな
かった。校長の地域に対する意識が大きいと感じる。②は筆者のボランティ
アへのヒアリングによれば，学校ボランティアをすること自体が幸せという
声が多く少し筆者の実感とは異なる(月)。③のＰ'1,Ａは，学校支援ボランティ
ア活動が定着するとPTAの仕事がなくなるのではないかという学校側の懸
念，なぜボランティア活動にPTAは参画しないのかというボランティアの
不満をよく耳にするが,PTAの存続に影響しているようには感じない。む
しろ,PTA役員は役員としての過重な負担に苦悩しており，学校支援ボラ
ンティア活動にｐ"I､Ａ支援を含めてもよいのではないかとさえ思う(9)。⑥は
近江八幡市では，学校支援地域本部事業によって地域が学校の補完者となっ
ている状況は見られない。校長の意識が最も大きく影響すると感じるゞ
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熊谷,志々田,佐々木の①については,各学校が推薦して選出したコーディ
ネーターが各学校の状況に応じた活動を腱開することで解決している”課題
の多い学校は，学校の問題や特質をよく雌解している定年退職等した元学校
教員をコーディネーターとして選び学校の常識や文化にとらわれず一般市
民としての感覚で学校と地域をつないでほしいと考える学校は，一般市民の
方から適任者をコーディネーターとして選ぶ傾向がある”各学校が必要とす
る活動をできる人を各学校がコーディネーターとして選んでいるので，コー
ディネーターは連絡調整役に終始することなく，各学校が必要とする活動を
している。コーディネーターの活動を連絡調整役に陥らせることなく充実し
たものとするためには，教育委員会の学校支援地域本部事業担当者が市全体
の状況を見ながら底上げを図る必要がある。模範的活動をしているコーディ
ネーターの実践事例をコーディネーターの情報交換会議で報告･議論したり，
各学校教員対象の研修・啓発の機会に報告する等，各学校に効果的に紹介す
ることで全体の底上げをI叉lれるし、近11:八'旙市はそのようにして，コーディ
ネーターの質の向上に取り組んだ．
これらの先行研究から学校支援地域本部事業の課題であり，かつ学校支援

地域本部事業以外の生涯学習事業を持続可能なものにするために課題となっ
ていることを焦点化すれば，一つは，柔軟な予算執行や活動経費の確保，こ
れはゼロ予算での事業企画力も含むと考えるが経費的な問題である｡一つは，
持続的な生涯学習推進体制を発想・構築し，学校や地域等学社連携・融合を
調整する社会教育の専門的人員の不在という人材の問題である。社会教育の
専門的人材が生涯学習部局に配属されれば，経費的な問題も解決できる可能
性がある。生涯学習に関する補助事業についての知識が豊富であれば，外部
資金の獲得が可能になるし，先進事例やアイデアの源泉になるようなことの
情報収集に熱心であれば，ゼロ予算の事業を発案することも期待される。社
会教育の専門的人員は，生涯学習部ﾙjに配属する社会教育主事が最も適切だ
ろう。生涯学稗部局に寺l''1的資質を有し地域と学校の連携を明確にミッショ
ンとして持つ社会教育主事が配属されれば，上述の課題をすぐに解決するこ
とは困難にしても，その解決に向けて行動することが期待される。例えば，
学校関係音と地域住氏がfl分の学校に必要な学校支援を協議して作り｜こげる
地域教育協議会のような学校と地域をむすぶ組織的な取り組みが機能してい
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ないのならば，その解決に|向1けた研修や情報交換会，ボ|幟改革のために学校
へ押しつけにならないように緩やかに各学校の状況に応じた提案をする等，
課題解決に向けて取り組むべきことはいくらでも見つかる。大学と連携して
「学習する組織」作りに取り組むことも，行政側に社会教育の専門的人員が
いれば可能になる。
しかし，地方行政ではジェネラリスト養成の人事政策に基づき昨年まで住

民票を発行していたような職員が生涯学習課に配属され，２，３年後には生
涯学課とは関係のない部署にl妃属されることも少なくない。このような人事
政策では，課題解決や改善に向けた行動が生まれにくい，岡田は，地域社会
や行政と大学の連携の課題として，組織と組織の連携ではなく行政職員個人
と大学教員個人の間で行われることが多いことを指摘しているが，ジェネラ
リスト養成のための短期間の頻繁な行政職員の人事異動の下では，個人と個
人の人間関係に頼る官学連携すら危ういし，実際に行政職員の人事異動を機
に連携関係が瓦解する事例を散見する('０)。学校支援地域本部事業および持続
可能な生涯学習推進のための課題は，経費的問題と行政機関における社会教
育の専門的人材の不在の二つに大きく収數されるのではないかと考える。貝
塚市の「社会教育分野における専門職制度」は一つの参考になるだろう(ll)o

（２）近江八幡市の学校支援地域本部事業の継続・拡充に向けた取組み
近江八幡市は平成25年度時点でほぼ全市立小中学校が自発的に学校支援
地域本部事業を受託実施しているが，拡充の経緯について省察したい。
まず筆者が学校支援地域本部事業担当者として着手したのは｝事業実施小

!'｣学校の教員コーディネーター，ボランティアへの本吝の声を探し求めた
ヒアリングである｡教員へのヒアリングで最初に共通して浮上した課題は｢よ
い事業だが，お金が使いにくい」という声だった。次に多いのが「事務が煩
雑で負拙が大きい」というものであった。公金の予算執行に厳しい執行基準
があり，証葱書類の適切な整備・保管は当然だが，それが「欲しい物が買え
ない｣，「こんな煩雑な事務が必要なら予算はいらない」という状況になり，
事業実施校の担当教員の大きな負担となっていた。しかし「よい事業だが」
という声に着目した。学校教育関係者から「生涯学習は余計なことであり，
仕方ないから協力している」という声を聞くことは多くても，学校教育関係
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者が生涯学習事業を「よい」と率直に評価する声を筆者は職務経験上あまり
聞いたことがないからである。ここに事業拡充の可能性を見た。筆者は学校
支援地域本部事業に係る会計・事務を教育委員会担当者として可能な限り簡
素化した｡事業実施校の要望は可能なことは全て聞くというスタンスに立ち，
各事業実施校から申請があった物I砧を市教育委員会が逐一チェックして支出
する形態から，事業実施校の多くが望んだように市教育委員会から各事業実
施校に事業費を委託金として交付し，委託金の範囲内で各事業実施校が自由
に予算執行できる形式に改めた。
学校支援地域本部事業開始当初は，未実施校への啓発も目的として年度末
の成果報告会で実施校が取組み成果を発表していたが，発表資料作成が担当
教員の負担になっていたので実施校の増加を機に成果報告会は取りやめた。
このように教員・学校の負担になることは極力やめて，事業啓発・向上等は
研修や情報交換会，各コーディネーターのネットワーク作り等にシフトし，
学校の負扣にならない形で成果が上がるよう改善した。
教職員の理解促進を含む学校側の体制整備の課題については，コーディ
ネーターの声から多くを把握できた｡｢職員会議や始業式でコーディネーター
の紹介がなかったので，教職員も児童もコーディネーターの役割や名前を知
らない」等のことで，筆者はこうした声を聞き次第，コーディネーターの配
属学校の担当教員にそれとなく伝えて課題を一つ一つ摘み取った。コーディ
ネーターは「授業が始まると職員室から教員が全ていなくなる。教員が多忙
で話もできない」という教員と話す時間がないことが一番大きな悩みだった
が，これはコーデイネーター会議を定期的に開催することで，他のコーディ
ネーターの工夫や実践例を学び合うことで解決することが多かった。
学校も「ボランティアが知り合いの児童をえこひいきする｣，「学校で見た
ことを地域で話す」等の学校から直接ボランティアに注意しにくいことを悩
みとしていた。そこで学校がボランティアに直接注意しにくいことを学校か
らヒアリングして集約し、「学校支援ボランティアの手引き」にまとめ，市教
育委員会からボランティアへ伝えるという形でボランティアに注意事項を伝
え，学校とボランティアの関係が壊れないよう留意しながら関係者が必要な
情報を共有することを図った．
きめ糸lllかく事業を調整していくと，残る課題は大規模校や新興住宅地を抱
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える学校，中学校で事業を如何に実施するかということに絞られた。大規模
校や新興住宅地ではボランティアや地域コーディネーターの碓保が|水|難で，
学級数が多いので公平に全学級で同じように地域連携授業をするための負担
が大きい。中学校は「勉強を教えなければならない｣，「小学校に比べればオ
ラが学校という意識が低い」というボランティアの心理的障砿や「部活支援
者はすでに各中学校で確保できている｣，「授業は各教科担当教員が責任を持
つ｣、「１学年ｌ学級の小学校ならば地域連携授業を学校の年間計画に組み込
むための調整は担任一人で可能だが，中学校は多数の教員の調整が必要にな
り困難」という中学校側の事業に対するニーズの低さが障壁になって実施が
進まなかった。これは、上述の研究者の指摘する課題とは別次元の課題だっ
たが，実施校が増えてくると大規模校や中学校も追随し，結果的にほぼ全小
中学校が横並び的に学校支援地域本部事業を受託することになった。出来る
学校から次々と広げていく手法が効果的かもしれない。

3．近江八幡市学校支援地域本部事業の持続可能な生涯学習
推進の視点

課題解決と併行して重視したことは，学校支援地域本部事業を如何に持続
させるかという持続可能性である。筆者の社会教育職員としてのlO年間の経
験によれば，関係者の評価や満足度が高く持続性の高い生涯学習事業に共通
して見られる要素は，①相互互恵関係②主体性と共同性、③イノベーショ
ン，④コストパフォーマンス，⑤モデル性，⑥気軽に．気ままに，の６つで
ある(12)。この６つの要素を持続可能な生涯学習事業企画の視点として．どう
学校支援地域本部事業を持続可能となるよう拡充推進したのか省察したい。
①は事業の関係者全員に事業に参画するメリットがあるかということで
ある。学校支援地域本部事業の関係者は，学校・教員，ボランティア｛コー
ディネーターの３者に大別される｡事業実施校に対するヒアリングによれば，
学校．教員は「よい事業だが…｣，ボランティアやコーディネーターは「児
童を支援できるだけで幸せである」という声が多く，噸業に対するｉIMi足度は３
者.とも,l.lib', '¥枝．教幽については，大規模校や新Iil住宅地中学校で事業
の実施が難しかったり，校長の地域に対する意識に左右されたり，社会や家
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庭科総合的学習等一部の教科に実施が偏る傾向はある。だが，例えば家庭
科のミシンの授業でボランティアが授業に遅れる児童を一人一人支援するこ
とで担任が授業に専念できるしド剪定等の環境整備や図書室整備等学校が恩
恵を感じることは多い．ボランティアやコーディネーターは学校を支援する
こと白体が自己充足感になっている。事業参画者全員に大きなメリットが見
られ，相互互恵関係が認められた。そこで，まずは参画者全員に相互互恵性
がある事業であれば，課題を除けば事業はさらに拡充できると考え，課題を
摘み取り相互互恵性だけが残るよう尽力した。学校・教員の「お金が使いに
くい｣，「事務負担が重い｣，コーディネーターの「教員と話す時|M1がない」と
いう課題を取り除くと関係者の悩みの声が減り実施校が増加した。
次に②だが，筆者の経験では，団体に対する動員による事業消化を目的と
したような事業が関係者の満足度が低く徒労感が強いので，事業関係者の自
発性を重視した。実質的には強制的参画を促すような事業は長続きしないか
らである。近江八幡市学校支援地域本部事業は，決して各学校に出業を受託
するよう依頼せず、自由公募とした。納得して事業に参画するという主体性
と，様々な動機で参画する主体が一つの目的に向かって共|司性を発揮しなけ
れば、満足度も継続性も低いからである。コーディネーターは学校からの推
薦が多いが，コーディネーターが学校からの依頼を断ることは難しくはない
ので自発性は担保している。ボランティアは自発的にボランティア登録して
いる。各個人によって様々であろうが，ボランティアやコーディネーターは
自己充足感を得るために，学校は地域の支援を得るためにと，学校支援地域
本部事業に参l山iする目的は３者若干異なるが，児童．生徒の教育環境の向上
という|司じ目的に向かって３者は共同している。これら関係者の主体性を最
大限尊重し、自発的意思に基づく事業として事業が継続．拡充されるように
留意した。主体性があってこそ個人の活動が継続されるので，主体性と共同
性の維持に注力した。
③は新機'lilllを打ち出すことだが，各学校に,直接コーディネーターを配置し，
I児属校の教員とコミュニケーションを密にして，各学校の状況をコーディ
ネーターが肌で感じながら学校と地域を調整するシステムを泰業として考案
したことは，学校支援地域本部事業の発案者である出口のイノベーションで
あったと思う(13)()コーディネーターは学校に直接配置しても，配偶当初は学
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校教員と話す時M1がないのが悩みなので、もし教育委員会等にコーディネー
ターを配置すれば，各学校の状況を精微に把握してきめ細かい支援をするこ
とは難しいだろう。このイノベーションは重視し，近江八幡市では必ずコー
ディネーターは各実施校に１名ずつ配置した。近江八幡市でもやむを得ず一
時期だけ教育委員会にコーディネーターを配属して一つの中学校を担当した
り，中学校区に一人コーディネーターを置いて校区内の全小中学校と幼稚
園・保育園を担当することがあったが，支援内容が弥定等の環境整備など表
面的な支援に終始しがちであった。コーディネーターが学校内に|児属されて
いる学校は、教科支援や地域連携授業にまで踏み込むことができたので，学
校内にコーディネーターが配属されているかどうかで明確に支援内容の質に
差が出ていた。その他にも小さなアイデアで関連事業を発想し，学校支援地
域本部事業を充実させることを重視した。例えば，滋賀県では滋賀の教師塾
という事業がある。教員志望の学生が免許取得とは別に教員としての知識や
技能を学ぶもので，大学の単位にもならないが教員志望の志の高い学生が多
く集まる。この滋侭の教師熟受講学生を学校支援ボランティアとして募集し
た。教師塾の学生は学校側の信頼も高く，学生にとってはより多く教員経験
を積むことができるので，相互互恵関係が見込まれる。学校も学生も教育委
員会からの呼びかけによって，学校は学生の受入を希望し，学生は本人の希
望によってボランティアとして，学校支援活動を行うので自発性と共同性も
ある。ボランティアは無報酬なので④のコストパフォーマンスも高く，予算
に左右されず事業を継続できるル平成22年度は３人の学生が応募した。他に
も学校支援地域本部恥業を充実させる補完嚇業を６つの視点に基づいて実施
し，学校支援地域本部事業を実施するメリットを高め，事業の持続性が高ま
ることに尽力した。
④は経費に比して成果の商い事業を行うことである‘近年は行政の財政難
もあり．市単費の事業はなかなか認められないし、補助事業を実施しても補
助金終了後に財源の担保がなくなれば，事業を継続できないことが多い。そ
のため筆者は関係者･のｲＩｌ互互忠関係を発見して自己負担でも参画したいとい
う形になるよう事業を企画したり，③のイノベーションを発揮することでゼ
ロ予算か少ない経費で事業を行うことを常に考えている。学校支援地域本部
事業はコーディネーターの人件費が課題となるが，各学校に一人コーディ
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ネーターを配属することは事業の根幹と考えたので，実施校が増えた分は一
人あたりの人件費や人件費以外の事業費を下げて調整し，各学校に一人配属
することは堅持した。コストパフォーマンスを計ることは難しいが，学校支
援メニューフェア等目立つ事業を学校支援地域本部事業の関連事業として市
内外で周知・実施し，報道提供にも力を入れて経費に見合うだけの成果を市
財政当局にも見えるように工夫した(I')。結果として，学校支援地域本部事業
を希望した学校は全て予算が承認された。
⑤は，特殊な能力を持つ人物や多大な予算や労力を必要とするものではな
く，誰もが模倣しやすいシンプルなスキームの簡単な事業かということだが，
学校支援地域本部事業は学校に直接配置するコーディネーターが地域と学校
の調整役となるというスキームがわかりやすい。近江八幡市でもそのスキー
ムを基本として，各学校に応じた形で拡充を進めた。
⑥の気軽に気ままについては，そのような参|由iの仕方が一番長続きすると
いうものである。学校支援地域本部事業は，ボランティアはボランティア蓑
録後自己の能力や都合に合わせて気峰に気ままにボランティアをしている。
学校も自発的に学校支援地域本部事業を受託している。コーディネーターも
出勤時間を拘束せずに，予算の範囲内で学校と調整しながらの自由出勤なの
で，「気軽に続けられる」と述べている。このように可能な限りいつでもやめ
られて自由に出勤・参画できる事業となるよう心がけた。参1曲iすることも自
由で，いつでもやめられる気軽さがあるから，長続きしているという一面は
あるのではないかと考える。

４．持続可能な生涯学習の推進に向けて

よい事業でも継続できなければ意味がない。近江八幡市の学校支援地域本
部事業の継続・拡充の経緯を省察しながら，何が事業の継続性の要素になっ
ているのか確認したい。学校支援地域本部事業を見て第一に感じることは関
係者の相互互恵関係である。ボランティア，コーディネーター，学校・教員
は上述のとおり参画動機は若干異なるが，それぞれ大きなメリットがある-
そのメリットは自発性に基づくもので，動員要;iIiや断りにくい協力依頼によ
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るものではない。各参加者がそれぞれに相互互恵関係を感じながら，自発的
意志に基づき，学校の教育環境の向上という一つの目的のために共同してい
る。これが，学校支援地域本部が各参加者が満足感を感じながら継続できて
いる第一の要因と思う。学校支援地域本部事業のスキームは複雑ではない。
コーディネーターを学校に直接配置して地域と学校の調整をするというイノ
ベーションをシンプルなスキームで事業化したものである。そのため関係者
も事業のねらいを理解しやすく，実施校の取組を未実施校に広げやすかった。
シンプルなスキームが，他に広げやすいというモデル性の高さや継続性の高
さにつながっていた。強制性を排除しメリッ|､を強調しながら関係者が自発
性に基づいて参画できるように事業を進めたことは，関係者にいつでもでき
るし，いつでもやめられると安心感を与え，その気軽さ・気ままさが長続き
する要因になっていた。経費もコーディネーターの人件費以外は抑えること
が可能であった。学校はボランティアに対し「お茶ぐらい出したい」という
思いが強かったが，ボランティアは「子どもの笑顔が見れたらお茶などいら
ない」という声が多かったので，ボランティアの好意に甘えればゼロ予算に
近い経費で事業を実施することも可能である。コーディネーターの人件費を
除けばコストパフォーマンスは高く，それは行政の財政難の現状では継続性
につながっていた。参加者さえ意欲を持ち続けていれば，予算に左右されず
事業を継続できる｡担当者が課題や負担を排除し,事業の質を高めていけば，
継続性は高まる〃このように，学校支援地域本部事業には，継続している満
足度の商い生涯学習事業に見られる６要素が全て見られ，その要素を生かす
事業展開をしたことが近江八幡市で継続，拡充できている一つの要因である
と思う。
課題はコーディネーターの人件澱である，これに対するl進ｌの補助がなくな

れば，学校支援地域本部事業は大きな危機を迎える。如ｲIIIに財政的に自立し
て，成果の高い事業を発案して継続するかということが地方に残された大き
な課題だろう。この壁を打ち破るのは，ジョブローテーションで本人の希望
とは関係なく様々な部署に配属されるジェネラリストの一般行政職ではなく，
希望して社会教育主事の資格を取得するような熱意と専門性が高く長期的に
専門職として配属される人材によるイノベーションになるのではないかと考
える。志々田，熊谷が提唱する大学と地域社会双方の恩恵と継続性を重視す
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るサービス・ラーニングは，大学・地域の連携や学校支援地域本部1下業の将
来の理想型として示唆に富むが，その実現のためには，行政側に大学と継続
的に双方の恩恵関係構築を図る社会教育主事のような専門職的人材が必要に
なるだろう('5)。

注
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